
米軍普天間飛行場の辺野古移設に断固反対し、環境影響評価書の提出断念を

求める意見書 

 

環境影響評価の手続きについては、２００９年９月の民主党政権発足後、鳩

山内閣が県外移設を一時模索していたことから中断していたが、今年６月の日

米安全保障協議委員会で名護市辺野古にＶ字型滑走路の代替施設を整備するこ

とを正式決定するとともに、米国から目に見える進展を求められたことにより、

同手続きが再び動き出している。 

  このような状況の中、去る１０月２７日に野田内閣総理大臣は、仲井眞知事

に対し、米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設に向けた環境影響評価書を

年内に提出できるよう準備を進めていると正式に伝えた。 

 一方、国防費削減を迫る米上院の国防権限法案の成否次第では、日米両政府

が窮地に追い込まれることを避けるため、日本政府は同評価書を年内に提出す

る方針を米国に伝達している。このような姿勢は、県内移設に反対を求める県

民の総意を無視するものであり、到底看過できるものではない。 

 なお、環境影響評価の手続き後は、知事が許認可権を持つ公有水面埋め立て

の申請が行われることになり、移設に向けた手続きが進むことになることから、

評価書の提出を容認することはできない。 

 よって、本町議会は、県民の総意である普天間飛行場の県内移設に断固反対

し、国外・県外に移設を求めるとともに、環境影響評価書の提出を断念するよ

う強く要請する。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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